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障害者自立支援法案の疑問と課題

１．障害者自立支援法での自立概念について

質問１：この法案の自立とはどういう意味か。本人の「できる・できない」を基本としたADL自立か、支援費で理念として掲げた社会生活上必要な援助をうける自己決定・自己選択の自立か？

コメント：支援費で掲げた自己決定・自己選択の自立とは、自分がどんな生活を送りたいのか、自分で選んで決めて、介助者の手助けで実現することである。たとえば、１時間かければ靴下をはけるが、介助者を使えば１分でできる。介助者にはかせてもらって、残りの59分を自分の時間として有意義に使いたいという考えが広まっている。大切なのは、本人がなにを「できる」「できない」ではなく、自立して社会生活を送れるようにするためにはどんな支援が必要かということである。

　
２．障害の定義と手帳要件について

質問１：　新たな認定基準を新設しなければ現在「制度の狭間」の障害の問題は解決されないが、どのように検討していくのか。
コメント：現在の障害認定基準で対象者を決めると、「制度の谷間」の障害者はサービスが受けられない。総合的福祉法へ向けても早急な対策が必要である。

質問２：訓練等給付の認定についてはどのように対象を決め、アセスメントしていくのか。障害程度区分との関連はあるのか。新たな認定項目を設けるのか。

コメント：現行の障害認定においては就労上の困難さや稼得能力の制限を充分に反映していない。そのため就労上に困難が継続してあるにもかかわらず、障害認定されず、障害者福祉における就労支援等を受けることができない「制度の谷間」の障害者がいる。当事者を交えた検討会を立ち上げ、早急な検討が必要と考える。

３．支給決定の手続きについて

質問１：障害は多様で、それぞれ異なるニーズがある。障害当事者に会わずに審査会委員が、生活上に必要な支給量について意見を述べるのは問題である。「支給決定の透明化、公平化」を図る仕組みとはならない。審査会の役割は、障害程度区分の二次判定のみに止めるべきで、第22条第２項は削除するべきではないか。

コメント：障害者の生活実態に則した支給決定が必要で、ソーシャルワーク的な取り組みが要求される。審査会の機能と合致しない。実際に支援を行っている支援事業者や支給決定権のもつ市区町村と当事者本人との協議により決めるべきところではないか。

質問２：本人の意見表明の機会の保障や支給決定における権利擁護システムが必要ではないか。

コメント：支給決定の過程に当事者参加が保障されなければ、本人の生活状況や意向を充分に反映できない。書類のみを審査会にかけるのでは問題だ。本人の意見表明の機会の保障や支給決定における権利擁護システムが担保されないと公平性にかける。

質問３：市町村審査会の委員には、利用者の現実的・日常的ニーズをもっとも知りうる障害当事者委員を利用者代表として必ず加えるべきと思うが如何か？ 

コメント：10/5に公表された「障害程度区分等試行事業」では全国60カ所の市町村審査会委員312名のうち当事者の委員はわずか9名しかいなかった。

４．重度訪問介護、重度障害者等包括支援等について

質問１：　介護保険の要介護認定は施設入所や家族介護を前提としており、地域で生活する単身独居の重度障害者の必要とする介護時間を充分に反映していない。重度障害者の長時間介護についてのタイムスタディーのやり直しや、そのデータの集積をもとに重度障害者の長時間介護類型について重点的な施策が必要であると考えるがどうか。

質問２：現在の支援費制度では、長時間介護の国庫補助については、他の区分で余っている国庫補助枠を、125時間の区分の不足分に充当することができた。そのため最大で125時間しか国庫補助がなくても、市町村は744時間といった長時間介助の支給決定をすることができた。区分間の流用ができなければ、744時間までの国庫補助が必要である。区分間を超えて国庫補助の流用は継続して柔軟にできるようにすべきであると考えるがどうか。

コメント： １日20時間以上介助が必要な重度障害者は、2003年度厚生省調査で障害ヘルパー利用者の0.06％しかいない。ヘルパー予算全体でみても大きな影響は与えない。しかし、長時間介助に国庫補助がつかない仕組みでは、こういった人は切り捨てられてしまう。
５．移動介護について

質問１：障害者自立支援法では、現在移動介護を利用している人が利用できなくなる、利用を制限されるという声が多くある。障害当事者が移動する時に必要となる移動介護は、障害者の社会参加に重要な役割を担っている。障害者が地域で生きるために必ず必要になる支援なのだから後退させることのないよう、むしろ拡充していくための施策を打ち出していくべきではないのか。

コメント：なぜ、現在の移動介護を地域生活支援事業やその他の個別給付に再編成しなければいけないのか、その合理的な理由は示されていない。支援費制度で行われている行動援護は、差別的な表現を含む判定基準を使い認定されるだけでなく、現在の移動介護利用者の数パーセントしかこのサービスの対象者にならないという調査がある。移動介護利用者の多くは、地域生活支援事業での移動支援事業の利用者となる。地域生活支援事業は国の事業ではなく市町村事業となるため、確実に実施されるのか、縮小されていくのではないかと不安が大きくなっている。

質問２：地域生活を担う移動介護は、個別のニーズに基づいてサービス利用ができる個別給付を原則とするべきであると考えるが、いかがか。

コメント：「柔軟な支援」ができるとする移動支援事業の中身は、複数人数での外出支援、緊急時の対応に加えて、移動計画が不要になると説明されてきた。しかし、支援費制度における個別給付で充分対応が可能となっている実態を見ると、個別給付から外れる説明とするには不十分である。かえって、集団での移動しか認めない、利用者でなく事業者の裁量に左右されるといった硬直化を生み、利用者本位への流れを逆行させるものとなる。

例えば、知的障害をもつ当事者は、家族以外の介護者と外出を通じ生活の幅を広げ、自己決定を尊重、支援される機会をもつことに意義があり、個別給付による支援が必須である。したがって、移動介護が明確に位置付くことを真に強く要望するが、行動援護または重度訪問介護の対象者を広げる、もしくは、地域生活支援事業の移動支援事業を請求権に基づく個別給付として保障し、そのための財源保障を確実にすることで、サービス後退の歯止めとなる策が必要となるだろう。ポイントは、個別給付での移動介護を三障害にまたがって位置づけること。そのための財源を確保する仕組みをつくることである。

　地域生活支援事業が人口比を換算で国からの補助金が決まるならば、現在移動介護を積極的に取り組んでいる大阪では、今のサービス水準を維持できない。××市は約６億円の予算が必要になる。この内、国からの補助金が３億円。地域生活支援事業が人口比で予算が配分さると、約１億３千万円になる。この１億３千万円には、移動支援事業だけではなく、地域生活支援事業で行われることになる手話通訳者の派遣などの事業費も含まれる。したがって、現在の水準を維持するためには市が独自で捻出しなければいけない部分がでてくる。これまで、施設から地域への移行に積極的に取り組んできた地域程、打撃をうけることになる。人口比＋居宅サービスの充実に取り組んできた地域には、サービスを後退させない財源確保が必要である。

６．グループホーム、ケアホームについて

○参議院付帯決議十四において、「重度障害者であっても入居可能なサービス水準を確保するとともに（中略）グループホームの事業者の責任においてホームヘルパーの利用を可能とすることなど」が盛り込まれた。「事業者の責任において」という文言が問題。

質問１：グループホーム、ケアホームの居住者は、現在利用しているように、ホームヘルパー、移動介護の利用を可能とするべきではないか。利用者が、ホームヘルパー等を利用する際には、一人あたりの事業費に、ホームヘルプの利用料を上乗せするのが適切であると考えるが、いかがか。

コメント：世話人が行う支援内容とホームヘルプ・移動介護は、元々異なる支援目的があり、支援内容も異なる。居住形態がグループホーム等であっても、ホームヘルプ、移動介護利用にあたっては、事業所と直接契約を行い、個別のニーズにもとづきサービスを利用する原則を変えるべきではない。（居宅と差を設ける合理的理由はない。）

質問２：法案を見ると、ケアホームについては「地域において」という文言がない。「障害者基本計画」においては、「施設等から地域生活への移行の推進」を明確に打ち出し、そのための施策に取り組むべきである。「障害者基本計画」との整合性という点からも、ケアホームの設置にあたって、例えば既存の施設のいくつかの居宅をまとめて（もしくは一つのフロアを使い）ケアホームと看板を付け替えることのないよう、設置基準を明確に定めるべきであると考えるが、いかがか。

コメント：ケアホーム、グループホームが地域における共同生活形態であることを設置要綱で明確にするべき。居住支援サービスで、20人を単位とすることはミニ施設を作るだけとなる。

７．自立支援医療について

質問１：自立支援医療に関しては、医療制度における給付のあり方について十分審議した上で取り組むべき課題である。福祉の制度と医療の制度との施策の整理が必要で、今回の障害者自立支援法において、自立支援医療については削除し、育成医療、更正医療、精神障害者通院公費助成を存続させるべきではないか。

８．応「益」負担について

質問１：定率負担の導入するその前提として、障害者の所得保障の在り方について検討し、必要な措置が講じられるべきである。したがって、それまでの間、定率負担を凍結するべきであると考えるが、いかがか。

コメント：定率負担できない、地域生活の破壊につながるという当事者の声に対して、制度維持のために「皆で支える仕組み」に転換するというのは、説明になっていない。

質問２：介護給付、補そう具、自立支援医療それぞれが一ヶ月に全部、もしくは複数が必要になる障害者にとっては、現在考えられている個別減免等の諸制度がなされたとしても、それぞれの制度の上限額まで支払うことになれば、負担額は相当なものになる。合算した際の負担軽減措置も必要と考えるがどうか。

コメント：生活実態に基づいた、当たり前の生活を保障する負担の仕組みが必要となる。合算においても何らかの減免が必要である。

９．地域生活の基盤整備：サービスの財源、障害者福祉計画について

質問１：今回の障害者自立支援法の施設整備費においては、今までの国2分の1、市区町村2分の1から、国2分の1、都道府県4分の1、市区町村4分の１の予算配分になるとされている。市区町村負担軽減分は、確実に入所者の地域移行のための居宅介護の充実及び重度障害者の地域生活を保障する財源とするための方策を検討すべきである。
コメント：施設偏重の予算配分を是正し、施設から在宅への流れ等を確かなものにする、精神障害者の社会的入院を解消等するためにも必要である。
質問２：障害福祉計画策定において、必要なサービス利用量を明確にするために数値目標を設定することは非常に重要である。障害福祉計画を策定するための策定委員会を各市町村に設け、サービスを利用している当事者の視点も含めたデータ分析、目標設定が行われるよう基本指針で明確にするべきでないか。

コメント：障害福祉計画の数値目標設定については、その手続きを明確にすることが大切である。どのようなデータに基づいて目標設定を行うのか、策定に関わる構成員は誰なのか、透明性を担保しつつ、合理的に策定されるべきで、そのためにガイドラインが必要になる。又、介護保険のゴールドプランの時のように、数値目標を具体化していくためにもマンパワー等の基盤整備に関する予算措置が必要である。

質問３：現在の精神病院には、地域の社会資源があれば退院可能な人々が、少なくとも７万２千人いるのは、厚生労働省も認めるところである。この入院解消の具体的な措置がこれまで講じられなかった事は、重大な問題であるといえる。都道府県の障害福祉計画において、社会的入院の解消計画を数値目標を含めてきちっと立ていくべきであると考えるが、いかがか。

コメント：先の国会での質疑内容を再度確認し、社会的入院の解消に向けた具体的な取組となるようにするべきであろう。
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